
平成23年度 財政状況資料集

都道府県名 北海道 市町村類型 .1- ○
指定団体等の指定状況

区分 平成23年度 (千円) 平成22年度(千円) 区分 平成23年度 (千円・%) 平成22年度 (千円・%)

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引

翌年度に繰越すべき財源

実質収支

単年度収支

積立金

繰上償還金

積立金取崩し額

実質単年度収支

4,272,328

4,210,490

61,838

9,450

52,388

‐12,545

33,314

20,769

4,433,792

4,344,508

89,284

24,351

64,933

11,345

132,961

144,306

実質収支比率

経常収支比率

(※1)

標準財政規模

財政力指数

公債費負担比率

2.O

73.4

( 78.1 )

2,562,957

0‐17

17.I

2.5

71.I

( 77.2 )

2,633,646

0.18

19‐O

財政健全化等 ×

市町村名 ・ 鶴居村 地方交付税種地 2-I

財源超過 ×

首都 ×

近畿 ×

人 口 .

22年国調(人) 2,627
産業構造 (※5)

中部 ×

17年国調(人) 2,672 過疎 〇 健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

8‐9 14.8

増減率 (%) ‐1‐7 区分 22年国調 17年国調 山振 〇

住民基本台帳人口

24.03‐31(人 ) 2,532
第1次

445 456 低開発 ×

23.03‐31(人 ) 2,536 36‐9 36,2 指数表選定 ○

増減率 (%) ‐0‐2
第2次

109 128 基準財政収入額

基準財政需要額

標準税収入額等

経常経費充当-般財源等

歳入-般財源等

404,069

2,323,669

498,674

1,912,844

3,234,696

393,127

2,334,082

481,480

1,926,339

3,062,888

面積 (k雨) 571.84 9.O 10,2 資金不足比率 (※4)

▼

▲
◆

.

.

・

人口密度 (人/knf) 5
第3次

652 676

世帯数 (世帯) 979 54.I 53.6 ・

職員の状況

特
別
職
等

区分 定数 1人あたり平均
給料月額(百円)

般
職
員
等

区分 弓が 給料月額
(百円)

1人あたり平均
給料月額(百円) 地方債現在高

うち公的資金

4,638,756

4,634,464

4,644,133

4,633,213市区町村長 ー1--▼
7,340 一般職員 52 165,568 3,184

副市区町村長 ー1--ー
6,230 うち消防職員 債務負担行為額 (支出予定額)

収益事業収入

土地開発基金現在高

196,415

52,278

225,264

51,870

教育長 」1ーtー
5,740 うち技能労務職員

議会議長 ー、.- 3,070 教育公務員

議会副議長 ー11ー
2,460 臨時職員

霧謹書
財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

557,663

388,430

1,580,630

524,349

386,950

1,603,699

議会議員 , 8 1,930 合計 52 165,568 3,184
+

ラスパイレス指数(※6) 105.9 ・ ( 97‐7 )

一般会計等の一覧 事業会計の一覧 公営企業 (法適)の一覧 公営企業 (法非適)の-覧 関係する一部事務組合等-覧 地方公社・第三セクター等一覧
項番 会計名 項番 会計名 項番 会計名 ・ 項番 会計名 項番 組合等名 項番 団体名 (※3)

(1)一般会計 (3)国民健康保険特別会計 (6)水道特別会計 (8)釧路北部消防事務組合 (12)鶴居村振興公社

(2)診療所会計 (4)介護保険特別会計 (7)農業集落排水事業特別会計 (9)釧路広域連合

.

◆

(5)後期高齢者医療特別会計 (10)釧路公立大学事務組合

(11)釧路・根室広域地方税滞納整理機構

総 (市町村)

(注釈)※1:経常収支比率の( )内の数値は、「減収補填債 (特例分)」及び「臨時財政対策債」を除いて算出したものである。
※2: 各会計の一覧は主な会計 (10会計まで) を記載している。
※3: 地方公共団体が損失補填等を行っている出資法人で▲健全化法の算出対象となっている団体については、「地方公社・第三セクター等」の団体名に0 印を付与している。
※4: 資金不足比率欄には‐資金が不足している会計のみ記載している。
※5:産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
※6:ラスパイレス指数の( )内の数値は‐国家公務員の時限的な (2年間)給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。
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(1)普通会計の状況 (市町村)
歳入の状況 (単位 千円・%) 地方税の状況 (単位 千円・%)

‐ 区分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 区分 収入済額 構成比 超過課税分
地方税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
軽油引取税交付金
地方特例交付金
児童手当及び子ども手当特例交付金
減収補填特例交付金
地方交付税
普通交付税
特別交付税
震災復興特別交付税
(一般財源計)
交通安全対策特別交付金
分担金・負担金
使用料
手数料
国庫支出金
国有提供交付金(特別区財調交付金)
都道府県支出金
財産収入
寄附金 -
繰入金

繋妻
地方債 .
うち減収補填債 (特例分)
うち臨時財政対策債
歳入合計 ‐

329,539
97,684
875
294
77

28,731
18,292

16,274

9,390
3,907
5,483

2,049,162
1,910,012
139,102
48

2,550,318
902
780
89,092
7,753

‐ 198,135

280,458
61,451
12,875
43,938
89,284
445,671
491,671

154,271
4,272,328

7‐7

◆2.3

0.0
0.0

0.0

0.7

0‐4

0.4

0.2

0.I

0.I

48.O
44.7
3.3

0‐O

59‐7
0.0
0.O

2.I

0.2

4.6

6.6

1.4

0‐3

1‐O

2.I
10.4
11.5

3.6

100.O

329,539
97,684
875
294
77

28,731
18,292

16,274

9,390
3,907
5,483

1,910,012
1,910,012

2,411,168
902

34,887

3,092

2,450,049

13.5
4.O

0.0

0‐0

0.0

1‐2

0.7

0.7

0.4

0.2

0.2

.78.O

78.O

98.4
0.0

1.4

0.I

100‐0

普通税
法定普通税
市町村民税
個人均等割
所得割
法人均等割
法人税割
固定資産税
うち純固定資産税
軽自動車税
市町村たばこ税
鉱産税
特別土地保有税
法定外普通税
目的税 ・
法定目的税
入湯税
事業所税 ‐
都市計画税
水利地益税等
法定外目的税
旧法による税
合計

323,206
一 323,206
‐ 116,879

3,460
97,159
9,105
7,155
179,587
177,855
5,078
21,662

6,333
6,333
6,333

329,539

98.I
98.I
35,5
1.0

29.5
2.8

2-2

54二5

54.O
1.5
6.6

1‐9

.1.9

1.9

100.0

2,674
2,674
2,674

.

J

1,517
1,157

+

◆

.

2,674

区分 平成23年度 平成22年度

弓費予墾‐計
合計
市町村民税
純固定資産税

98‐8 97.O
98.9 96.4
98.5 97.O

99.1 97.3

98.4 96.2
99.6 97.8

. 公営事業等への線出 国民健康保険事業会計の状況

歳出の状況 (単位 千円・%)
目的別歳出の状況 (単位 千円・%)

区分 決算額 (A) 構成比 (A)のうち普通建設事業費 (A)のうち充当一般財源等
議会費

驚喜
衛生費 ‐
労働費
農林水産業費

璽素養
消防費
教育費 ・
災害復旧費
公債費
諸支出費
前年度綾上充用金
歳出合計

71,895
838,038
398,077
191,123

1,184,493
69,433
347,000
170,242
379,632

560,180
377

4,210,490

1.7

19.9
9‐5

4‐5

28.I
1.6
8.2

4.O

9.O

13.3
0.O

100.0

72,295
10,483
4,030

801,804
3,255
271,824
1,459

.102,234

377

1,267,761

71,895
725,280
266,150
99,791

615,330
62,374
290,881
163,242
324,013

553,525
377

3,172,858

性質別歳芸の状況 (単位 千円・%)
区分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当-般財源等 経常収支比率

義務的経費計
人件費 ・
うち職員給
扶助費
公債費
一一元利償還金
内 うち元金
訳 うち利子
一時借入金利子
そ夜-他の経費
物件費
維持補修費
補助費等
うち一部事務組合負担金
繰出金
積立金
投資・出資金・貸付金
前年度線上充用金
投資的経費計
うち人件費
一一普通建設事業費
うち補助

‐ うち単独
災害復旧事業費
失業対策事業費
課旧合計

1,221,536
510,672
283,211
150,684
560,180
560,024
497,048
62,976

・ 156

1,721,193
609,875
71,515
784,283
185,915
197,857
55,663
2,000

1,267,761
18,657
1,267,761
509,968
645,283

4,210,490

29.O
12.I
6‐7

3‐6

13.3
13.3
11.8
1.5

0.O

40.9
14.5
1.7

18.6
4.4

4.7
1.3
0.0

30.I
0‐4

30.I
12‐I
15.3

100.0

1,088,269
472,727
246,082
62,017
553,525
553,369
490,420
62,949
156

1,355,083
415,385
67,512
655,545
178,915
184,073
32,568

729,506
十 16,360

729,506
257,429
・ 425,647

3,172,858

1,077,738
470,386

53,827
553,525
553,369
490,420
62,949
156

835,106
396,563
67,512
254,198
170,469
116,833

41.4
18.I

‐ 2‐I

21.3
21.2
18.8

2.4
0.0

32.I
15.2
2.6

9‐8

6‐5

4.5
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.公営事業等への線出 国民健康保険事業会計の状況
合計 197,857 実質収支 32,016
下水道 . 61,789 再差引収支 28,924
介護サービス 19,576 加入世帯数 (世帯) 442
簡易水道 13,289 被保険者数 (人) 939

国民健康保険 76
上水道 - 抽厘陰辛 r 保険税 (料)収入額 83

34,067 平野轡『 国庫支出金
69,136 1^ ヨッ 保険給付費その他 220

(注釈)
普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、
単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

1平成23年度 11 北海道鶴居村 l
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(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率 (市町村) ーコ覆面町 1 北海道緯鮒 l

公債費負担の状況 将来負担の状況
実質公債費比率 (千円・%) 将来負担比率 (千円・%)

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 分母比 区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 分母比 内訳 平成21年度 平成22年度 平成23年度 分母比
元利償還金
減償基金積立不足算定額
等 満期一括償還地方債に係る年度割相当額
元
利 公竺企業債の元利償還金に対する繰入金

髪 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等
器 債務負担行為に基づく支出額(公債費に準ずるもの)
一時借入金の利子

589,331

38,888

512

1,491

581,248

39,691

3,152

1,042

553,369

39,726

3,151

25.8

.

1.9

0,I

0・0

将来負担額 一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額
公営企業債等繰入見込額
組合等負担等見込額 '

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額
連結実質赤字額
組合等連結実質赤字額負担見込額
合計 (E)

4,537,501

359,683

30.o07

595,408

4,639,155

340,770

3r152

552,514

4,638,756

314,1IB

24,600

507,171

1 216,2

:
14.6

4 1.1

23.6

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの

いわゆる五省協定等に係るもの

国営土地改良事業に係るもの

森林総合研究所等が行う事業に係るもの
地方公務員等共済組合に係るもの

依頼土地の買い戻しに係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

損失補償・債務保証の履行に係るもの

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

◆

:

‐一,11,i合計 (飼 630,369 625,163 596402 ////
5,522,599 5r535, 5,484,645////内訳 平成21年度 平成22年度 平成23年度 分母比

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの

いわゆる五省協定等に係るもの

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

損失補償・債務保証の履行に係るもの

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

利子補給に係るもの 1,491 1,042

充当可能 充当可能基金
財源等 充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額
合計 (F)

2,431,039

16,818

2,524,

lo.

3,a15,

2,571,09

4,29

3r920,33

119.8

0,2

182.7
企業債等
繰入見込額

農業集落排水事業特別会計
水道特別会計

その他の会計

359,683 340,770 314,118 14,6

6,179,936 6,350,903 6,495,72 ////
将来負担比率((E)-(F))/((C)-(D))×100 ー11 ー ////

公社・
三セク等

地方道路公社
土地開発公社
その他第三セ・

こ係る将来負担額
こ係る将来負担額
,タ一等に係る将来負担額

健全化判断比率 平成23年度 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

8.9

15.00

20.00

25.O

350.O////
特定財源の頚 (勤

標準財政規模 (C)
算入公債費等の額 . (D)

(C)-(D)

2,478,4

296,9

2,181,5

6,656

2,633,646

302,551

2,331.095

6,655

2,562,957

417281

2,145,676

/ …
実質公債費比率 (単年度)
((A)-((B)+(D)))/((C)-(D))×100 (3ヵ年平均)

15.O 8.O ////
15‐9 14月 8.9////

ー般会計等の財政状況(単位;百万円)

. 会計名 鴬入- 麓弾 艇或収支,事質収宰
他会計等 -
からの
・:握久金

地方債
現残高 ‐

i鰭者-▼

lー級会計 4,236 4,174 62 52 ‐44 4,639

2診療所会計 86 86 0 9 0

3

4

5

6

7

8 ‐

rl r 、′

9
- - “

.0 ・・

.・

12 ::
.3 ◆

"
▲

15

16
▲

実質赤字額
8I一般会計等 (純言お 4,322 4,260 62 52 //// 4,639

は、 、各会計の合計と-致しない場合がある。

公営企業会計等の財政状況(単位:百万円)

.,会計名 総収益
(歳入)-報謝霊界‘静離間総 ,鴨不綴朝

他会話等キ
▼からの・
燦大金.曹碁盤}・/.議題蓋資金不足r+比摩F 備考:

l国民健康保険特別会計 353 321 32 32 26
ーー .▼.
0 . 0 -」」

2介護保険特別会計 241!! 231 10 lo 40 0 0 ::

3後期高齢者医療特別会計 26 26 0 0 9 0 0

4水道特別会計 52 51 I I 26 0 0 法非適用企業

5農業集落排水事業特別会計 83 82 ◆ I I 62 358 278 法非適用企業

6 ・,
▲▲ーー ▲

7 '' ii .

8 .

9

▲ . ・

.
r

21

22
▲

23 . ..

24 ヨヨ
濁

21i
ー

27 ・ 11
28

. - -
..

.

30

31
ー

32
ーー

33

34 ::
ュ5

≧÷公営企業会計等 //// //// //// 45 //// 358書書 278 ////

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況(単位:百万円)

キーrコ醇壱竺趣黛享セ砦 護葎 ,ー
.
叢常還御、壇蹴羅き遼遠の墓: 密室の客

▼
.・:二璽瞥霊感閣議こ繋震露遁議叢・、備考:

I 鶴居村振興公社 10 64 ・ lo 0 0 0 0 0

2 ・・ .
r

3

4 ◆

5 .

6

7
」

8

9

.0

11
◆

ー

r

.

.

22
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計地方公社・第三セクター等 //// //// 10 0 0 0 0 0

※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、0印を付与している。

関係する一部事務組合等の財政状況(単位:百万円)

r部事務組合尊名 総収益・:-
(散大1

総費用‐
℃歳出)-

純損益二
(形式収支)
艶燈剰余額
,/不足額
(実質収支)

他会計纂二
;からの;L
.綾天命

二企業債ウー
‐(地方債)
・ー現在常

「左のうちに

三鷺詣ヨ鮮度
I釧路北部消防事務組合 803 795 8 8 0 3 0::

2釧路広域連合 1,259 1,257 2 2 0 2,646 25

3釧路公立大学事務組合 1,405 1,316 89 89 0 140 0

4釧路・根室広域地方税滞納整理機構 46 41 5
′- ・
.5 0 0 0

5

6

7

ーー

・ ー
,1

-1」ー

▼▼
.

▼▼ ..-▼ ー「ーーーr

▲ ー ーーー ▼ ▲ーー

ー部事務組合等 //// ///′//// 104//// 2,789 25



(3)市町村財政比較分析表(普通会計決算)
1 将来負担の状況 1

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

1 ‐ 財政力 1
財政力指数・ [0.17] 溺復団嫌内臓鐙

42ソ′3′
全国平均
　　　

北メ塚道平均
　　　

1 .公債費負担の状況 1

将来負担比率 [→%]

実質公債費比率 [8‐9%]

HI9 H20 H21 H22H23

ラスパイレス指数 [105.9]

1ー 11F ヨ

擬似団獄内燭燈 全国平均 北海道平均

1 財政構造の弾力性 1
経常収支比率 [73.4%]

HI9 H20 H21 H22H23

1 人件費・物件費等の状況 1
人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [455,161円 ]

HI9 H20 H21 H22H23

類似団煤内服燈 全国平均 北海道平均
9Z;/′β′ 〃J2477 ′β挽9E29

1 十 給与水準 (国との比較) 1

踊班団獄内煽燈 全国平均 北海道平均
1 定員管理の状況 I

HI9 H20 H21 H22H23

人口千人当たり職員数 [20.54人] 矧燦団嫌残照位 全国平均 .北海道平均

踊班団獄内凝髭 全国市平均 全国町村平均
′クZ;/′37 70β9 ′αぼJ

人
面
歳
歳
実
標
地

ロ
積

入 総 額
出 総 額
賃 収 支
準財政規模
方債現在高

2,532
571.84
4.272,328
4,210,490
52,388
2,562,957

4,638,756 千円

人 (H24‐3‐31現在)
　　
千円
千円
千円
千円

実
連
実
将

市
(

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

費比比

類毎 HI9 ‐
H22

- %
‐ %
8‐9 %
- %

1 ー O H20 1-O H21 1 一 0
1-O H23 .1-0

1.20

1・00 -- ふ→+‐-".‐““-←"←--+",…--+ ‐……"-“-←,】-←←,--仲←→イ“"--, 一,‐ 1β0

0‐80 --- ---‐--- ----一-- --------- …----- ---←------一-‐-→------- - … .一

0‐60 ・.. ◆ . - -- .ー

1

n9l non ^ ィ̂ - --
o・2o "".---v.

一 U‘v U‐聖 ..-・- … ○‐18 ・ ,!o.17 ---一・

0.19 0.19 o‐18 10.17

0.40 一 ◆

0.17 -ー
0.00 .‐ ..- .‐ … … … .…- … … .‐‐… -…・ ◆ 0‐06 ・..

HI9 H20 H21 H22H23

50.O

60.0 ▼ . ◆ 64‐7

71.l

三
雲
テー------r
「
ニー-

9QO …= - ". … ". ・一r.・84‐9F F “""… ,… " “"… - "=←.→=ト←"-←- "M一=←←"ト→""“

99.5

1lo‐0

薙般力薙愛の分析煽
類似団体平均と同等の0‐17となうているが、人口減少や高齢化率(22年国調29.1%) の上昇に
加え、長引く景気低迷による法人関係の減収などを要因として財政力指数は年々減少傾向にある。
基幹産業である酪展業を中心とした業績の向上や企業化の促進を図るとともに、投資的事業の精
査や組織の見直しによる行政の効率化等に努め、財政の健全化を図る。

経常収支比事の分析溜
「集中改革プラン」に基づ〈職員数の適正配置や中途退職者 (3人)による人件費の減少、物件費や
補助費等の抑制等を主な要因として、経常収支比率は73.4% と類似団体平均を下回っている。今
後も、民間委託・指定管理者制度の活用や行政の効率化による経常経費の削減などに努め、現在
の水準を維持する。

人口′人当たりス隊員『・物件薄集狭嘉擬;の分析溜

行政面積が広範囲に及ぶため.各地区に整備した施設の維持管理費や行政サービスの移送経費
などの物件費を主な要因として、類似団体平均を上回っている状況にある。民間委託や指定管理者
制度の導入などで行政コストの削減に努めており、今後も行財政の効率的な運営を行い人件費・物
件費等の抑制を図る。

(“

0‐0
0‐0 -------------→-- --→

29.0

60.0…-- - --- …-‐‐-- --- -- --- --- --- - ′ギ ◆fT 一
130.8150・0 " …" ‐" "" ▲, 、… " “ - -4 ,‐←仲 ^ ,‐一- --","", ‐---- -- 州‐一・

180.O
HIS H20 H21 H22H23

%

" 十一1T中‐‐←"."中…トげ'→「r中 い「▼"町rv円“-′▼▼▼m▼“" 「" ′▼“▼▼▼▼▼rm…△′63"r y

　　　　　　　
　
2Z8

=+
…

HI9 H20 H21 H22H23

0‐00

9.31
10・00 - -} " ′▲ "m ハ ′" "′′ - " が

19.30 19.35

20.57 20‐99　　　　　 　　
50.00 - ‐----- - --ー

60.00 55.00

70.00

70‐0

78.9
80‐0 - ---- ----- -- --- ---- ------- ---←-----------→ -←- -ーー ーーーーー

　　　　　　100.0 ←+ "- -"▼--→--- +"----"+ --「・ ー‐ Y ▼▼-.・▼ -- -▼-“"- " 102.1
100.4 100.4

120‐0

　　　　　　 　　 　　　

実質公鱒薄比率の分新獅
起債発行額の抑制と基金等の取り崩しによる投資的経費の財源確保により、8.9% と類似団体平
均を2.5% 下回っている。今後も、計画的な地方債の発行を行い、起債償還額の平準化と適正な
実質公債費比率の維持に努める。

人口千人当たり一蹴賢霜の分析獅

ラヌパレズ措獅の分析溺

人口に対して行政面積が広大といった特殊事情 (人口密度4,6/ 姉)により、2Q 54人と類似団体
平均を若干上回っている。組織体制の見直しなどにより、今後も適正な定員管理に努める。

今までの新規採用の抑制と平均勤務年数の上昇などを主な要因として、105.9 と類似団体平均を
3.8上回る水準となっている。今後は、新規採用と定年退職者の増加によりラスパイレス指数の下
降が続く見通しであり、引き続き、組織体制と職員構成の見直しなどに取り組み、給与水準の適正
化に努める。

1/1
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(4)‐1市町村経常経費分析表(普通会計決算)　

析

1-■- 勤鷲囲,E1"11 北海道鶴居村 =ー

経常収支比率の分析

0.0
6‐3

11‐4 11・4 1L3 1t2 ‐‐.麓^
◆ ◆ ● ● ◆ … =- 『 M$M-- 一 畑「 rrz2

・′15.2
16.7 17.5 1“・, 1リ・“

- - QR Q
‐ Yy・一

lo.0

20.0

30.0

40.O

50.0

1 物件費 1 窺似団嫌内臓位
7′αし73′

北メ薄道平均
　　　　人

面
歳 入
歳 出

口
種
額
額
支
模
高

積
入 総 額
出 総 額
質 収 支

2,532

571.84

4,272,328 千円
4,210,490 千 円
52,388 千円
2′562,957 千円

人 (H24‐3‐31現在 )
knf

実
達
実
将

市
(

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

‐ %
- %
8‐9 %
‐ %歳 出 総 額 4,210,490 千円

実 質 収 支 52,388 千円
標 準 財 政 規 模 2′562,957 千円
地 方 債 現 在 高 4,638,756 千円

市 町 村 類 型 HI9 1 - O H20 1一 0 H21 1一 0
( 年 度 毎 ) H22 1一 0 H23 1一○‐

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

- 人件費 1 婿姻琢夢鷺 r全国潔 北海道雛

13コ『÷

20・3 21.7 2u 三更」÷」 声 ,
; … ;y ◆ 023‐8
0にり 944 23‐2 21.9榊“紬◆ ‘v・v ー---

◆

48‐Iー
-

.

HI9 H20 H21 H22H23

-十 扶助費 1 類似団珠内臓髭 全国平均 北海道平均

0.0

2.O

4‐O

6‐O

8‐O

lo.O

‐ 0.0

-.9
,. ・ .¥2

1二4
2‐1 .21

▼ ▼ ▼ ● ▼ ;
‐2.1 2.0 2‐1 2‐2 ・2.5

. .
“"

9‐0
.

・

◆

- .-

12‐O

HI9 H20 H21 H22H23

0.O

lo‐O

2QO

3QO

40‐O

普通建設事業の人口1人当たりの決算額の構成比率は30.1% と類似団体平均の18.
9% を11.2 ポイント上回っている。これは、行政面積が広く重点的な施設整備が難しい
ことと、村内全域に光ファイバー網を敷設した情報通信基盤整備と移動通信施設整備の
大型事業を行ったことによる。引き続き学校改築と給食施設建設事業を実施しているこ
とから、1人当たりの決算額は平成25年度まで高い水準が続く予定である。その後は、
主だった基盤整備事業が終了することから、普通建設事業費は減少する見込みであり、
引き続き、歳入財源に応じた健全な財政運営に努める必要がある。

める。

行財政改革の推進により類似団体平均を下回っている。公営企業会計の農業集落排水
事業は、利用人口に対して処理区域が広範囲に及ぶことと、公営企業債の元利償還額
が高い水準にあるため、毎年、多額の赤字補てん的な繰出金が必要であり、今後、排水
処理設備の更新による多額の支出も見込まれることから、独立採算の原則を踏まえ、公
営企業債の抑制や運営の見直しなどを図り、経営の健全化と繰出金の適正な支出に努

- 公債費 1 矧似団鍬内煽位 全国平均 北海道平均
　　　　　　 　　　 　　　

0.0
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.
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◆ ▼ 23.5 21.5
'21‐3

27‐3
断{′̂▲ "

405

50‐O

HI9 H20 H21 H22H23

1 公債費以外 「羅概平形鰯 全犀頃均 北族道平均
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▼ ▼ 56‐7 ・,60‐6
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.
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90.0

HI9 H20 .H21 H22H23

20.O
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40.0

炉0.○

6QO

70.0

80.0

15
5.8 5‐9 5‐0 6.o . ー

,.6‐9

9‐6 9‐7 9‐8 9‐6
・'10.2

ー

24.3

HI9 ・ H20 H21 H22H23

. 補助費等 『 婿似団魚肉凝燈 全国平均 北海道寧均
49/737 ′Q7 7!β

‐
{ { ?

.

-
・・-2

9・1
,.‐7

8
三 ,.9.8

・r一′ ◆ 一一÷す′′ ◆ 耳11‐9
11‐7 11.6 12.0 11.8

r -
ー

28‐7

◆
.

HI9 H20 H21 H22H23

人件費の分析燭
「集中改革プラン」に基づく職員数の適正配置と中途退職者(3人)による職員数の減等
により、18‐1% と類似団体平均を5.7ポイント下回っている。今後も、組織体制と職員
構成の見直しなどを行い、引き続き、人件費の抑制に努める。

各団体に対する補助金の内容精査等を実施し、9.8% と類似団体平均を2.1ポイント
下回っており、今後も適正な運用に努める。

瑳助蓉の分栃濁
中学生までの医療費無料化や老人医療給付といった単独事業を行っているが、2.1%
と類似団体平均を若干下回る数値となっている。今後も単独事業の制度内容や資格審
査等の見直しを遣め、扶助費の適正な支出に努める。

公債野の分析溜
投資的事業の精査と起債発行額の抑制に努めているが、21.3% と類似団体平均を0.
7ポイント上回っている。今後、大型事業である情報通信基盤整備事業と学校建設事業
の実施による起債の発行により、平成28年度をピークとして公債費の増加を見込んで
いるが、総合計画に基づいた投資的事業の実施と地方債の計画的な発行 (歳入総額の
20% 以内)を行い、健全な財政運営と公債費の抑制に努める。

物件費の分薪溜
人口に対して行政面積が広大といった特殊事情により.各地区に整備した施設の維持 ‐
管理費や行政サービスの移送経費などが多くかかることから、15.2% と類似団体平均
3.○ポイント上回る水準にある。民間委託や指定管理者制度の導入などで行政コストの
削減に努めており、今後も、施設の集中管理といった効率的な運用を図る必要がある。

その勉の分栃濁

煽励費翁の分析濁

公鰭薄以外の分析濁

1月
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11- 覇継醗 -.1 ー11 北海道鶴居村 ーli(4)‐2市町村経常経費分析表(普通会計決算)
人f 及 人f に準 ¥る 用の分

1 ,人口1人当たり決算額の推移 1◆‐‐ 当 該 団 体 値

◆ 類似団体内平均値

T 類似団体内の
1 最大値及び最小値

(円)
800,000

642,848

272,438 274,525 285.766 273,211 ,.274,887

‐ ▲ ▲ ▲ ▲ “ ‘̂へーM
▼ ▼ ▼ ▼ ‘1O,ママU

212,519 211,391 213,646 216,631 1
106,011

600,000

当該団体決算額
(千円◆)

人口1人当たり決箸額
当該団体 (円) 類似団体平均 (円) 対比 (%)

人件F費 510,672 201.687 180.184 11‐9
賃= ……(物件費) 90.036 35.559 16.907 110.3
一口;事務組合負担金 (補助費等) 118,539 46,816 27.647 69‐3
公、l r企業 (法

「
適)等に対する繰出し (補助 等) 2,804

公封 r企業 (法適)等に対する繰出し (投資 ぴ出資金・貸付金)
公" r企業 (法非適)等に対する繰出し (繰 金) 16.361 6.462 8,417 ▲ 23.2

事…費支弁に係る職員の人件費 (投資的経 ,り 18.657 7,368 3.862 90-8

▲三…職金 ▲ 58,251 ‐▲ 23,006 ▲ 19,831 16.O

合計 696,014 274,887 219,990 25‐O

参考

人口1,000人当たり職員 (人 ) 20.54 19.65i o.891 職 数
1
当該団体

-
類似団体平均 1対比 (差引)

■ラスパイ レス 日 .105,9 102.11 3.8

HI9 H20 H21 H22H23

公 及 公 に準 る 用の分

1 人口1人当たり決算額の推移 1,. ・当 該 団 体 値

◆ 類似団体内平均値

1 類似団体内の
」L 最大値及び最小値

(円)
300,000

1ヱ云887 一一

‐ 134二451 126,826 127,627 124,588

ーn ＼ -

,曲 曲 , ◆ ◆＼ヤ g影選
70,799

.
64,986

,

ーー「

▲

‐102.434

200,000

HI9 H20 H21 H22H23

当該団体決算額
(千円)

人口1人当たり決蟹額
当該団体 (円) 類似団体平均 (円) 対比 (%)

元利償還金の額
(繰上償還額等を除く) 553,369 218,550 151,357 44.4

積立不足額を考慮して算定した額 ↓

満期-括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
(年度割相当額)

.
.

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金 39,726 15,690 30,034 ▲ 47.8

ニ部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金 3,151 1,244 8,004 ▲ 84.5

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの f 4.270
一時借入金利子
(同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く) 156 62 38 63‐2

▲特定財源の額 ▲ 6.655 ▲ 2,628 ▲ 7,801 ▲ 66.3
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 417,281 ▲ 164,803 ▲ 126,685 30.I

合計 172,466 68.115 59.215 15.O
※平 24 度中に市町村合 した団 で、合 別の団 」との黄 に つ 質公 していぽい・ について‘、 ラフ 旨しぽい。

(珍 自選建設 の

(円)1 人口1人当たり決算額の推移 1
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◆ 当該団体決算額
(千円) -

.
◆
人 口 1人当たり決算額

当該団体 (円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円・) 増減率 (%)(B) ◆(A)-(B)
HI9

… うち単独分
796,483 309,194 ▲ 34.8 161,387 3.9 ▲ 38.7

うち単独分 350,779 136,172 ▲ 38.6 66,794 ▲ 3.6 ▲ 35.O
H20

i うち単独分
817,559 317.745 2.8 176,539 9.4 ▲ 6.6

うち単独分 483.491 187.909 ‐ 38.O 75,430 12.9 25.I
H21

! うち単独分
1,130,419 441,398 38.9 262,834 48.9 ▲ 10.0

うち単独分 696,742 27,2,059 44.8 147,509 95.6 ▲ 50.8
H22

… うち単独分
1,544,944 609,205 38.O 334,234 27‐2 10.8
775.438 305,772 12‐4 135,366 ▲ 8.2 20.6

H23
‐ … うち単独分

1,267,761 500,695 ▲ 17.8 216,155 ▲ 35‐3 17.5

うち単独分 645,283 254,851 ▲ 16.7 108.827 ▲ 19.6 2.9

過去5年間平均
… うち単独分

1,111,433 435.647 5.4 230,230 10.8 ▲ 5.4

うち単独分 590.347 231,353 8.O 106,785 15.4 ▲ 7.4
HI9 H20 H21 H22H23

1 一ト当該団体値 ◆ 類似団体内平均値 1

1月

1 北海道鶴居村 l



1 平成23年度 1 1 北海道鶴居村 1(5)実質収支比率等に係る経年分析 (市町村)
標準財政規模比 (%)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

-5.00

HI9 H20 H21 一 H22 ・ H23

標準財政規模比 (%)
HI9

16.59

H20

16.52

H21

15.79

H22

19.91

H23

21.76

滋養きざ実質収支額 2.49 2.43 2.16 2‐47 2.04滋養きき≦
, ● 実質単年度収支 ▲ 0.02 0.07 ▲ 0.08 5.48 0,81

分析欄
財政調整基金の残高は、決算余剰見込額の積立てによる増であり、
今後も大きな取り崩しを計画しておらず、健全な財政運営の原資とし
て適正な運用を図る。

1月



1 平成23年度 1 1 北海道鶴居村 1(6)連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析 (市町村)
標準財政規模比 (%)
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赤
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標準財政規模比 (%)＼＼＼ 年度
会計

■■ -般会計

HI9

2.49

H20

2‐43

H21

2.16

H22

2.47

H23

2.04

国璽 国民健康保険特別会計 1‐39 2‐09 1.86 1.28 1.25

-- 介護保険特別会計 0.53 0-47 0.44 0.30 0.41

陸園 農業集落排水事業特別会計 0‐03 0.04 0.03 0.02 0.05

■■ 水道特別会計 0‐03 0-05 0.04 0.05 ,0.04

1 1 後期高齢者医療特別会計 0‐01 0.01 0‐00 0.00

■■ 診療所会計 0‐00 0‐00 0.00 0.00 0.00

. ◆

■■ その他会計 (赤字)
◆

ー

■■ その他会計 (黒字) 1‐44 0‐19 0.04 0‐00

分析欄
連結実質赤字比率は発生しておらず、黒字額の減少は-般会計で決
算余剰見込額を財政調整基金と備荒資金に積立てたことが主な要因
である。今後、ー般会計は基金等の保有残高により安定した財政運
営を堅持できるが、特別会計は一般会計からの赤字補てん的な繰出
金に依存した運営状況にあるため、制度内容の見直しや業務の効率
化等によって経営の健全化を図る必要がある。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。
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1 平成23年度 11 北海道鶴居村 1(7)実質公債費比率 (分子)の構造 (市町村)
(百万円)

700 , .
-E

撰さ,ミ' - ‘- 」 ‘・

;?] ◆ Tr
-

′ rE,
キ
ト

十, -- , .--

　　　
　　　

　　　
厳罰を

償 公 償 公 償 公
還 ‐ 十 債 還 債 還 債
金 費 金 費 ‐金 費
等 十 等 等 等 等 等

償 ‐ 公 償 公
還 f 債 還 債
金 . 費 金 費
等 等 、等 等

HI9 H20 H21 H22 H23

(百万円)
HI9

606

H20

587

H21

589

H22

581

H23

553

園廻国 減債基金積立不足算定額

■■ 満期-括償還地方債に係る年度割相当額

圏園 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

■■ 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

33

I

34

I

39

I

40

・ 3

‐ 40

3

1 1債務負担行為に基づく支出額

■■ 一時借入金の利子

ii 算入公債費等

2

O

295

2

. O

297

I

O

304

I

O

310

O

424

(A)-(B) ●← 実質公債費比率の分子 347 ‐ 327 326 315 172

分析欄
平成23年度決算による実質公債比率の分子の減少と算入公債費等
の増加は、事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費の
数値を修正したことが原因である。修正した結果、実質公債費比率は
大幅に改善されることになったが、大型事業の情報通信基盤整備事
業と学校建設事業の実施による起債額の発行により、平成28年度
をピークとして実質公債費比率の増加を見込んでいる。引き続き、総
合計画に基づいた投資的事業の実施と地方債の計画的な発行等を‐
行い、健全な財政運営と公債費の抑制に努める。

※平成19年度決算と平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期-括償還地方債に係る年度割相当額は減債基金積立不足算定額を含んでいる。
※平成21年度決算以降の算入公債費等は特定財源の額を含んでいる。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。
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1 平成23年度 1 1 北海道鶴居村 1(8)将来負担比率 (分子)の構造 (市町村)
(百万円)
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担 能
額 財

・ 担 能 担 能 担 能 担 能
額 財 額 財 額 財 額 財
　 　 　 　 　 　 　源

等
H21 H22 H23

(百万円)
HI9

5,030

H20

4,693

H21

4,538

H22

4,639

H23

4,639

隣圭三劉債務負担行為に基づく支出予定額

i菖璽 公営企業債等繰入見込額 359 371 360 341 314

圏霊劃 組合等負担等見込額
■■■ 退職手当負担見込額

35

543

33

547

30

595

3

553

25

507

1 1 設立法人等の負債額等負担見込額

■■■ 連結実質赤字額
■■圏 組合等連結実質赤字額負担見込額

■■■ 充当可能基金
■■■ 充当可能特定歳入

2,329

30

2,432

23

2,431

17

2,525

11

2,571
ー

4

1-r‐・‐1 基準財政需要額算入見込額 3,964 3,724 3,732 3,815 3,920

(A)-(B) ・ト 将来負担比率の分子 ▲ 356 ▲ 535 ▲ 657 ▲ 815 ▲ 1,011

年又 HI9 H2o H21 H22H23 分析欄の
将来負担額よりも充当可能基金残高等が上回っているため、将来負担比
率は発生していない。基金等残高は、財産運用収入や決算余剰見込額
等の積立てにより年々増加しており、今後も大きな取り崩しを予定してい
ないことと、別に充当可能財源に算入していない備荒資金の残高も基金
以上に保有していることから、将来負担が発生しない健全な財政運営を
堅持できるものと推測する。

※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。
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